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運転停止後の活動性低下・健康喪失の予防に寄与する環境要因を検討した．20 市町村に居住する地域在

住高齢者を対象として 2013 年，2016 年に実施した自記式調査の回答者のうち，生活基本動作が自立し，

2013 年時点調査時に自家用車を運転し，2016 に運転していなかった 2955 名を分析対象とした．目的変数

は外出頻度の減少，歩行時間の減少の２つとした．主たる説明変数は公共交通，同乗，自転車の利用状況，

買い物環境とした．調整変数は年齢，性別，家族構成，疾病，運動機能とした．全変数を同時投入したマ

ルチレベルポアソン回帰を用いて分析を行った．外出頻度と歩行時間の減少に有意に関連していたのは，

買い物環境がよくないことであった．また公共交通や自転車の利用をしていることは外出頻度と歩行時間

の維持に有意に関連していた． 
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1. 研究の背景 

 

高齢化が急速に進む我が国において，高齢運転者の事

故に対する関心が高まってきている．これまでに比べて

免許保有率の高い世代が高齢者となり，高齢運転者数そ

のものが多くなっていることが高齢者の事故数の多さの

一つの要因であると考えられるが，免許保有者 10 万人

当たりの事故数でみても，運転者が第１当事者（過失の

最も重い者）となる交通死亡事故発生件数は，85 歳以

上の高齢者で 16.3件と最も多く，16～19歳（11.4件）よ

り多くなっている．65歳以上の平均でみても 5.2件と，

16～19歳よりは少ないがそれ以外のどの年齢層よりも多

くなっている 1)．高齢運転者の事故が多くなる要因とし

ては，加齢による身体的機能，認知機能の低下が考えら

れる． 

高齢運転者による事故を減少させるため，2009年に道

路交通法が改正され， 75 歳以上の高齢者の免許更新時

に認知機能検査が導入されるとともに自主返納の促進が

進められた．2017年からは違反時の臨時認知機能検査，

医師による任意届出制度がスタートした．これらの導入

により機能低下した高齢者を見つけ出し運転を中止する

ように促そうというものである．図-１に示すように，

2009年以降，免許返納者数，返納者割合ともに制度導入

前に比べ大幅に増加してきている． 

認知機能検査の導入は免許返納者の増加という点にお

いて一定の効果をあげたといえるが，一方で運転免許の

返納により自家用車を使えなくなることは高齢者の活動

性の低下，健康につながりうるという新しい問題を生じ

る．海外では運転停止が機能低下，要介護，死亡リスク

を高めることを示す研究が蓄積されてきており，Chihuri

がシステマティックレビューでその成果をまとめている
2)．日本国内のデータによる検討はまだ少ないが，Shi-

mada et al.3)， Hirai et al.4) が運転停止を停止した高齢者が健

康を喪失しやすいことを報告している．運転停止によっ

て健康を喪失する主な経路の一つとして考えられるのは

外出頻度など活動性の低下であると考えられる．外出頻

度を週 3回以上と 2回以下に分類し，免許の有無との関

係を分析した有田ら 5)は，免許のない者はある者に比べ， 
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図-1 免許返納者数と割合 

 

外出頻度が週 2回以下になるリスクが約 4倍あると報告

している． 

免許返納者を調査した橋本ら6）は免許返納後の外出手

段で同乗が最も高い割合であることを報告している．こ

の同乗の割合も利便性が高い都市部で低く，中山間地域

で高いことが示されている．また同乗は特に単独世帯の

場合は必要最低限の送迎の交通需要は潜在化(外出を中

止する)しやすい 7)ため，活動性は低下しやすくなると考

えられる． 

運転能力の低下した高齢者の免許返納を進め，健康喪

失への影響も抑えるためには，自家用車を利用しなくて

も生活しやすい地域環境を整えることが望ましい．必要

な生活関連施設が近隣生活圏に立地し，公共交通や自転

車が利用しやすい環境であれば，免許を返納しやすく，

返納後も活動性を維持しやすいと考えられる．橋本ら 8)

では，公共交通の便の良くない地域に比べ，便の良い地

域で運転免許の返納率が高いことが示されている．山本

ら 9)は免許保有者と返納者を対象とした分析で，免許保

有者は車に頼らなくても生活できると感じている人が少

ないことを示し，返納を進めるためには公共交通の利便

性の高さなど返納後の生活を支えることが重要だとして

いる． 公共交通と高齢者の活動性の関連については，

移動手段と高齢者の外出頻度の関連をみた柳原ら 10)，移

動手段と活動能力の関連をみた報告等がある 11)．これら

は 1時点の横断的分析であり，また運転停止後の代替手

段としての公共交通と，活動性の関係は明らかになって

いない． 

 

 

2. 目的 

 

本研究の目的は，運転停止後の活動性低下・健康喪失

の予防に寄与する環境要因を検討することである．特に

公共交通，自転車，近隣の買い物環境に注目して，返納

後の活動性との関連を明らかにする． 

 

 

3. 方法 

 

(1) 対象 

分析対象は日本老年学的評価研究（JAGES）が行った

2013 年度，2016 年度調査に回答した全国 20 市町村の地

域在住高齢者の回答者のうち，日常生活動作（歩行，入

浴，排泄）が自立し，2013年調査時において自家用車を

運転していたと回答し，2016年調査時には運転していな

いと回答した者 2955名を対象とした． 

 

(2) 分析に用いた変数 

目的変数は外出頻度の減少，歩行時間の減少とした．

外出頻度は「あなたが外出する頻度はどのくらいですか

（畑や隣近所へ行く、買い物、通院などを含みます）」

と尋ね，「週に４回以上」「週２～３回」「週１回 」

「１～３回」「年に数回」「していない」の6件法で回

答を求めた．2013年，2016年の2時点間でより頻度の少

ない選択肢に変化していた場合に「外出減少」とした．

歩行時間は「平均すると１日の合計で何分くらい歩きま

すか」と尋ね，「30分未満」「30～59分」「60～89分」

「90分以上」の4件法で回答を求めた．2時点間でより時

間の少ない選択肢に変化していた場合に「歩行時間減少」

とした． 

主たる説明変数は，公共交通，同乗，自転車の利用状

況，買い物環境とした． 

各交通手段の利用状況は2013年，2016年の2時点でと

外出する時に利用している交通手段を尋ね，「利用継続」

「利用中止」「利用開始」「未利用継続」の４つに分類

した．買い物環境は2016年調査で（2016） 

「あなたの家から徒歩圏内（おおむね1キロ以内）に、

次のような場所はどのくらいありますか。 生鮮食料品

（肉、魚、野菜、果物など）が手に入る商店・施設・移

動販売」と尋ね「たくさんある」「ある程度ある」「あ

まりない」「まったくない」「わからない」の5件法で

回答を求めた．「たくさんある」を「買い物環境よい」 

それ以外を「よくない」とした． 

調整変数として，年齢，性別，家族構成，疾病（筋骨

格系，外傷，視力，聴力），運動機能関連項目（転倒歴，

階段昇降，椅子立ち上がり），市町村の可住地人口密度

を用いた．可住地人口密度は1000人/㎞2未満，1000人/㎞
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2以上3000人/㎞2未満，3000人/㎞2以上の3つにカテゴリ化

した． 

 

(3) 統計分析の方法 

IBM SPSSStatistics22.0の一般化推定方程式を用いて，個

人と小学校区の 2レベルでのポアソン回帰分析を行って

外出頻度の減少，歩行時間の減少についての説明変数の

有病割合リスク（Prevarence Ratio , PR）と 95％信頼区間

（95%CI）を算出した．  

 

 

4. 結果 

 

(1) 対象者の特徴と外出頻度・歩行時間の変化の状況 

対象者 2955 名の平均年齢±標準偏差は 74.2±5.9 歳，

女性の割合は42.4％であった．2013年から2016年の外出

頻度，歩行時間のの変化の状況を表-1 に示した．外出

頻度，歩行時間とも 2割前後の高齢者で減少しているこ

とがわかる． 

 

(2) 交通手段の変化・買い物環境と外出・歩行時間の

減少 

主たる説明変数である交通手段の変化，買い物環境と

外出頻度，歩行時間のクロス集計結果をそれぞれ表-2，

表-3 に示した．運転停止後の利用開始した交通手段で

多かったのは「自家用車同乗」で 37.9％であり，「公共

交通」は 16.4％，「自転車」は 11.5％であった．外出頻

度，歩行時間とも，公共交通と自転車の利用開始，利用

継続している者で減少割合が比較的低く，同乗の利用を

開始した者で減少割合が高い傾向がみられた． 

買い物環境は，約 8割が「よい」に該当した．外出頻

度，歩行時間の減少割合はともに，「よい」に比べて

「よくない」で高かった． 

 

(3) 全変数を同時投入したポアソン回帰分析の結果 

 外出頻度減少を目的変数とした分析結果を表-4 に示

した．外出頻度の減少と正の関連がみられたのは，公共

交通の「利用中止」，自家用車同乗「利用開始」，買い

物環境「よくない」であった．一方負の関連がみられた

のは，公共交通「利用開始」「利用継続」，自転車「利

用開始」「利用継続」であった． 

 歩行時間減少を目的変数とした分析結果を表-5に示し

た．歩行時間の減少と正の関連がみられたのは，公共交

通の「利用中止」，自家用車同乗「利用開始」「利用中

止」，買い物環境「よくない」であった．一方負の関連

がみられたのは，公共交通「利用継続」であった． 

 

 

表-１ 外出頻度・歩行時間の変化の状況 

 外出頻度 歩行時間 
 度数 割合（％） 度数 割合（％） 

増加 318 10.8  962 18.06  

維持 1887 63.9  1461 49.4  

減少 750 25.4  532 32.6  

計 2955 100.0  2955 100.0  

 

表-2 交通手段の変化と外出・歩行時間の減少割合 

 状況 n 
割合

（％） 

外出頻度

減少割合

（％） 

歩行時間

減少割合 

（％） 

公共交

通 

非利用継

続 
1286 43.5  31.7  35.0  

 利用開始 485 16.4  20.4  32.0  
 利用中止 203 6.9  35.0  43.3  
 利用継続 981 33.2  17.5  27.4  

自家用

車同乗 

非利用継

続 
1307 44.2  21.0  29.3  

 利用開始 1121 37.9  33.4  35.3  
 利用中止 109 3.7  19.3  34.9  
 利用継続 418 14.1  19.4  34.7  

自転車 
非利用継

続 
1750 59.2  28.8  33.9  

 利用開始 339 11.5  20.6  29.5  
 利用中止 239 8.1  31.4  33.1  
 利用継続 627 21.2  16.1  30.3  

 

表-3 買い物環境と外出・歩行時間の減少割合 

 状況 n 
割合

（％） 

外出頻度 

減少割合 

（％） 

歩行時間

減少割合

（％） 

買い物

環境 
よい 2328 78.8  23.5  31.4  

 よくない 548 18.5  32.7  37.0  
 その他 79 2.7  29.1  34.2  

 

表-4 外出頻度減少の関連要因 
 状況 PR（95% CI） p 

公共交通 未利用継続 1.00 . 
 利用開始 0.75 (0.63 - 0.89) 0.001  

 利用中止 1.25 (1.04 - 1.51) 0.019  
 利用継続 0.68 (0.56 - 0.83) <0.001  

自家用車 未利用継続 1.00 . 

同乗 利用開始 1.31 (1.14 - 1.51) <0.001  
 利用中止 1.07 (0.72 - 1.59) 0.725  
 利用継続 0.85 (0.65 - 1.12) 0.249  

自転車 未利用継続 1.00 . 
 利用開始 0.75 (0.58 - 0.97) 0.026  

 利用中止 1.10 (0.97 - 1.24) 0.125  
 利用継続 0.61 (0.53 - 0.70) <0.001  

買い物環境 よい 1.00 . 

 よくない 1.20 (1.10 - 1.31) <0.001  

 欠損 0.92 (0.64 - 1.32) 0.645  

※年齢，性別，家族構成，疾病，運動機能関連項目，市町村の

可住地人口密度を調整済み 
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表-5 歩行時間減少の関連要因 
 状況 PR（95% CI） p 

公共交通 未利用継続 1.00 . 
 利用開始 0.93 (0.77 - 1.12) 0.452  

 利用中止 1.25 (1.05 - 1.49) 0.013  
 利用継続 0.80 (0.73 - 0.88) 0.000  

自家用車 未利用継続 1.00 . 

同乗 利用開始 1.11 (1.01 - 1.23) 0.039  
 利用中止 1.22 (1.05 - 1.41) 0.011  
 利用継続 1.13 (0.99 - 1.28) 0.077  

自転車 未利用継続 1.00  

 利用開始 0.89 (0.75 - 1.05) 0.172  
 利用中止 0.96 (0.80 - 1.15) 0.643  
 利用継続 0.92 (0.82 - 1.04) 0.183 

買い物環境 よい 1.00 . 

 よくない 1.12 (1.02 - 1.24) 0.017  

 欠損 1.07 (0.77 - 1.48) 0.683  

※年齢，性別，家族構成，疾病，運動機能関連項目，市町村の

可住地人口密度を調整済み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 可住地人口密度と交通手段利用開始の割合 

 

(4) 各交通手段利用の地域差 

 公共交通や自転車の「利用開始」は外出頻度，歩行時

間減少と関連していたが，これらの利用は公共交通路線

の有無や地形等の条件に左右されると考えられる．図-2

は，調査対象地域 20 市町村の可住地人口密度を横軸に

とり，各交通手段の「利用開始」の割合を縦軸にとって

示したものである．公共交通の「利用開始」は可住地人

口密度が高い都市的な市町村で多く，自家用車同乗は可

住地人口密度が低い農村的な市町村で多かった．自転車

はその中間に位置する市町村で多くなっていた． 

 

5. 考察 

 

 身体的要因等の調整変数の影響を考慮しても，し交通

手段と買い物環境は外出頻度，歩行時間の減少と有意に

関連していた．公共交通と自転車の利用は外出や歩行時

間の減少を抑える効果があることが示唆された．自家用

車の運転の代替手段として機能していると考えられる．

一方，自家用車同乗の利用は外出や歩行時間の減少に関

連していた．自家用車の同乗は潜在化しやすいことが一

因であると考えられるが，その他に，今回の分析で調整

できていない心身の虚弱が関連している可能性も考えら

れる． 

 本研究の対象は平均74.2歳と高齢であるが，公共交通

や自転車の「利用開始」1割以上いることが明らかにな

った．しかし公共交通や自転車の利用開始の割合には地

域差がみられた．公共交通は都市部で利用しやすいもの

の，農村部では利用しにくく，同乗で代替されていると

考えられる．中間的な位置にある市町村では自転車の利

用が多くみられたが，都市部ほど公共交通の利便が良く

ないが，農村部に比べて生活関連施設が近く自転車でい

ける範囲にあると考えられる．高齢者の活動性の維持の

ため各地域の特性に応じた交通手段の確保が求められる．

例として都市部では敬老パスや低い運賃設定，中間的な

市町村では自転車の利用がしやすい道路環境整備，農村

部ではタクシー券の配布や相乗り等が考えられる．これ

らの環境整備には少なくないコストがかかると考えられ

るが，活動性の低さは要介護認定の発生に関連しており
12)，その後の介護費用を高めることが報告されている13)．

環境整備によって介護費用が抑制できるならば，一定の

コストをかける意義はあると考えられる． 

  

 

6. 結論 

 

運転を中止した高齢者において，公共交通や自転車が

利用できる者，買い物環境が良い者はそうでない者に比

べて活動性を維持できていた．自家用車にかわる交通手

段や買い物環境の整備が，運転停止後の健康の維持につ

ながる可能性が示唆される． 
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